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静岡市立中央図書館長　浅　井　孝　様

静岡市図書館協議会委員

静岡市立中央図書館職員合同検討会

提出代表　平　野　雅　彦

　静岡市立図書館の使命及び静岡市の全体方針としての行財政改革プラン、定員管理計画、財政の中期見通し等を踏まえ、静岡市の図書館がめざすべき方向とそれに相応しい管理運営形態について検討したので報告いたします。

はじめに

　（略）この度、図書館側の深いご理解のもと、静岡市が自ら掲げた『自治基本条例』の協働の精神に則り、検討会形式の組織を結成して頂きました。（略）

　　本書は、そのような背景の中、図書館職員と市民の代表である図書館協議会の協働による検討結果であり、報告書であり、ひとつのプランです。今後の図書館協議会の議論の場にのせて頂くに十分な資料であると確信しております。ご検討のほどよろしくお願い致します。

静岡市図書館協議会会長　平野雅彦

第１章　図書館をめぐる現状分析
１　図書館をめぐる社会情勢

　　（略）

２　静岡市立図書館の問題

（１）正規司書の不足
　　　これらの状況を踏まえたうえで、現在の静岡市立図書館の問題を見てみると、図に示したとおり、最大の問題は人的資源の制約である。具体的には、開館時間・開館日数の延長と図書館数の増加をまかなうための人員が、司書資格を有する正規職員（正規司書）ではなく、多数の非常勤嘱託（司書資格を有するが５年で雇用止め）と少数の正規職員（ほとんどは司書資格がない）によって補充されたということである。

　　　この点について、平成9年度の旧・静岡市立図書館及び旧・清水市立図書館の状況と、平成18年度の新・静岡市立図書館の状況を比較してみよう。平成9年度は、両市合わせて正規職員61人中34人（56％）が司書有資格者であった。これに対し、平成18年度は、正規職員71人中の司書有資格者が21人（30％）である。比率においても実数においても、正規の司書有資格者の減少ぶりは著しい。（以上、静岡県市立図書館協議会発行の『平成10年度　静岡県の市立図書館』及び静岡市立図書館発行の『静岡市の図書館　平成18年度』による。）
　　　その結果、職員の専門的能力を高めることはもちろん、サービスの質的向上に専門的能力を生かすことも、たいへん難しい状況となっている。静岡市立図書館は10館あるが、正規の司書有資格者は１館平均わずか２．１人である。実際には、2人以上配属されている館は４館に過ぎない。あとは１館に1人という状況である。正規の司書有資格者は、増大する窓口業務や書架整理、予約処理などのルーチン業務をこなすのが精一杯で、資料や目録の整備・充実といった間接サービスや、新事業の企画、職員研修に割く時間も予算も十分にないというのが現状である。その結果はレファレンスや蔵書等の直接サービスの不十分さや、市民とのコミュニケーション・ＰＲの不足となって現れている。
（２）戦略の不在
　　　静岡市の図書館のもう１つの問題は、図書館の理念・理想を実現するための政策・戦略の不在である。静岡市には「静岡市立図書館の使命」があり、それは全国に誇るべきものであろうが、惜しむべきことに、この使命を実現するための戦略が確立していない。使命を実現するためには、政策体系が必要であり、個々の政策の間の優先順位が明確に示される必要がある。ところが、この優先順位がはっきりしていないために、一方で予算と人を削れるだけ削りながら、他方で開館日と開館時間を伸ばせるだけ伸ばすという矛盾した方策が採用され、しかも質の高い人的資源の確保のための手段はほとんど講じられていない。これは、図書館以外の部局に図書館の「使命」が浸透していないことを示しているのではないだろうか。もちろん、このような状況では、市民との協働やボランティアとの協力もきわめて困難であると言えよう。

中央館だけでなく各地域館の創意工夫により、生き生きした館運営を行うためには、図書館内部にもその「使命」を浸透させる必要があろう。しかし、実際には一部の例外を除き、ボトムアップの組織運営がなされているとも言いがたい。双方向であるべき館内組織のコミュニケーションは目詰まりを起こし、図書館間、あるいは職員階層間の交流に関してさまざまな問題が生じているように見える。図書館はサービス業であり、サービス業においては直接顧客と接する現場の重視が鉄則である。この点がおろそかにされていては、どんな運営形態を採用してもサービスの向上は期待できないだろう。
第２章　図書館がめざすべき方向と重点施策

　今後の図書館の配置計画については、この会議以外の場で検討する必要がある。

　ここでは、配置計画以外の図書館サービスや運営について、概ね５年以内に実現するべき戦略を「図書館がめざすべき方向と重点施策」として提案することにより、第１章で示した二つの問題の解決をめざす。

有効性：目的の効果的達成への貢献度。

効率性：コスト抑制と費用対効果向上への貢献度。

将来性：将来のための投資としての有望度。

方向Ａ　図書館サービスを向上させる

施策１　情報やメディアを市民が賢く使いこなすのに頼りになる「くらしと仕事の大百科館」

（指標例）「くらしや仕事について調べたいことがあれば図書館を使う」市民、「種々のメディアの特性を理解したうえで情報を比較して判断する」市民、「種々のメディアの特性を理解したうえで自らメディアを創造する」市民の比率を高める。

（１）　くらしや仕事、まちづくりに関する重要テーマについて、図書館以外の機関や企業の協力も得ながら、メディア・リテラシーの視点で展示コーナー設置、ブックリスト作成、セミナーやイベントの開催、市民のメディアづくりへの支援等を積極的に展開する。

（２）　レファレンスへの理解、利用が高まり、レファレンス・サービスの質も向上するような工夫をする。

（３）　（１）の視点から、逐次刊行物や電子メディアの充実を含め、資料構成を見直す。

施策２　学校図書館と連携し、子どもの探究心と読書欲を刺激する「子どものための図書園」

（指標例）「知的探求と読書のために学校図書館や市立図書館を使う」子どもの比率を高める。また、市立図書館の学校支援サービスに対する学校側の認知や満足度を高める。

（1） 　本などのメディアをつくったり、地域の自然や社会環境を体験し学ぶことができる体験型ミュージアムのような場とする。

（2） 　学校（図書館）と市立図書館をつなぐコーディネータ（どちらにも属さない第三者）を育成する。

以上の２つを図書館サービスを向上させる重点施策として最優先する。

参考に、その他に評価の対象となった施策を３として掲載する。
施策３　静岡の文化と風土を保存し、掘り起こし、まちづくりに活かす「静岡文化会議所」

　（指標例）「静岡の歴史や文化は図書館で保存すると考える」市民や「静岡の歴史や文化について調べたいことがあれば図書館を使う」市民の比率を高める

（1） 　静岡の歴史を学び、まちづくり等に生かすための市民の活動の拠点となる。

（2） 　地域資料の収集・整理を、市民・学校・企業・団体等の協力を得て積極的に行う。

（3） 　各館毎に周辺の地域特性を生かした資料収集とサービスを行う。

方向Ｂ　サービス向上の条件を整える

施策４　図書館の運営を担う専門職員を育てる。

　第１章で示した二つの問題のうちのもう一つ、「正規司書の不足」への対策としては、司書資格を有する正規職員の有効な配置と、正規･非常勤を問わず一層の資質向上を可能にする条件整備が欠かせない。そこで、以下の施策を講じる。

（１）　現場リーダー級を司書有資格者１００％に引き上げる。

中央館のサービス担当責任者や地域館の館長（主幹及び副主幹級）は、現場サービスや資料構成の方向づけ、後進の育成、全館に関わる重要事項の協議（館長会議）等にあたるため、専門能力のある職員を配置する必要性が最も高い。そこで、現在の５０％から１００％に引き上げるための方策を早急に講じる。

（２）　非常勤嘱託司書の待遇を改善する。

５年毎の雇用止めを廃止し、継続性を確保するとともに、５年毎の専門試験による昇進・昇給制度を導入する。（荒川区の非常勤嘱託制度改革を参照）

（３）　経験・勤続年数・職階を考慮した、長期的視点に立つ研修システムを整備する。

特に、司書資格を有する中堅職員を、近い将来、図書館の現場リーダーの候補として育成することが求められる。

また、職員の身分に関わらず、司書資格だけでなく、ビジネス支援、健康医療情報支援、法情報支援、電子メディア活用、児童サービス、多言語・多文化サービス等の多様なサービスに役立つ資格の積極的な取得とそのための学習を奨励する。非常勤嘱託職員の採用にあたっては、司書資格だけでなく、上記の多様なサービスに役立つ職歴等の経験や資格も図書館での業務遂行に有利な条件として考慮する。

施策５　図書館の事業を評価し、経営や業務の改善と外からの理解の深まりにつなげる。

　図書館の戦略が十分機能するためには、戦略の実現の度合いを図るための図書館業績評価の「しくみ」が欠かせない。それは、図書館が何の役に立っているか、また、どの程度役に立っているかを、図書館職員、図書館外の市民、そして行政・議会等の関係者が理解するための「しかけ」でもある。

(１)　第三者の目を取り入れた図書館業績評価のしくみをつくり、レファレンス等の高付加価値サービス、図書館利用に障害のある障碍者・外国人住民等へのサービス、利用者満足度を含む評価を公表して、経営や業務の改善につなげる。
（２)　外部機関（地元大学等）と提携し、図書館はどのように地域社会に貢献しているのか、費用便益等、多様な視点から研究をしてもらう。

以上の２つをサービス向上の条件を整える重点施策として最優先する。

（略）

なお、「蔵書点検期間以外、全館、毎日開館とする。」を、施策８として、他の７つの施策と併せて評価したが、他の７施策を大きく下回る評価結果となった。

第３章　適切な管理運営形態

第２章で示した「図書館がめざすべき方向と重点施策」に合致する管理運営形態を検討した結果、直営に対する評価が指定管理に対する評価をはるかに上回った。

問題は、図書館の直営が、静岡市のめざす行財政改革と両立可能かどうかということだが、荒川区立図書館の事例等を検討した結果、直営であっても、非常勤職員の比率を増大させれば、市の定員管理計画にもとづく正規職員の削減とサービスの維持・向上を両立させることは十分、可能であると推測された。審議の結果は、次のとおりである。

　　図書館の運営は直営とするべきである。
ただし、第２章の施策４を実施することが最低条件となる。また、これに伴い、組織改革が必要となってくるであろう。

なお、審議の過程で、全体の共通理解とはならなかったものの、以下のような意見があったことを記しておく。

●本来ならば、定員管理計画による正規職員削減は図書館に対して厳しすぎるものであり、再検討されることが望ましい。

●今回の結論は、今後概ね５年を視野に入れたものであり、今後、図書館を取り巻く状況の変化や、非常勤職員の比率増大による直営によりサービス水準が維持できなくなった場合には、一部業務委託や指定管理者制度など、民間活力の導入の検討を行う必要があると思われる。
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